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９月８日。2020 年夏季五輪の開催地に東京が決まったとたん、 

「７年後は子どもと一緒にオリンピックを見たい！」 

「オリンピックまでに結婚して、子どもを生みたい！」 

というツィートが若者たちの間で大量にあらわれたそうだ。未婚化・晩婚化、少子化が進行している

現在の日本では、若者たちからこのようなツィートが大量に発生したことに多くのネットユーザーが

驚いたのではないだろうか。 

大規模で華々しいイベントを前に気分が高揚した若者が多かったのだろうが、日本ではオリンピッ

クをきっかけに結婚や出産は増えるのだろうか。 

これまで日本では計三回の五輪が開催されている。1964 年の東京五輪（夏季）、1972 年の札幌五輪

（冬季）、1998 年の長野五輪（冬季）だ。しかし、それぞれの開催が決定されてから開催されるまで

の出生率の推移をみても、五輪前に大きく増えるといった変化はないようだ。 

1964 年の東京五輪開催時は、開催が決定した 1959 年から数年は逆に低下している（図）。また、

1959年より1964年の出生率の方がややあがっているが、その差はわずか＋0.01ポインである。また、

1972 年の札幌五輪開催時は、開催が決定した 1966 年は「ひのえうま」の年で出産が控えられたため、

翌年は出生率が上がっているが、その後は横ばいで推移している。なお、この期間は第二次ベビーブ

ーム（1971～1974 年）と重なっており、五輪の影響は見えにくい。また、1998 年の長野五輪開催時

は、第二次ベビーブーム後に少子化が進行した時期であり、すでに開催が決定した 1991 年の出生率

は 1.53 と低いが、さらに五輪開催の 1998 年にかけて 1.38 にまで低下している。つまり、過去３回

の五輪開催時の出生率をみる限り、日本では五輪と出生率は関係がないようだ。また、婚姻の状況を

みても、五輪との関係はみられない。 

それでは、なぜ若者たちの間で「結婚したい」「子どもが欲しい」というようなツィートが増えたの

だろうか。 

現在、日本では未婚化・晩婚化、少子化が進行している。しかし、若年層の大半には結婚の意志が

あり、また、最近では、理想の相手を求めるよりも、ある程度の年齢までには結婚したいというよう
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に結婚に対する先のばし意識も薄らいでいる1。よって、先の大量ツィートは、五輪開催の決定をきっ

かけに結婚したい・子どもを持ちたいという願望が高まったわけではなく、もともと強かった願望が

開催決定をきっかけにあふれ出たとみる方が適切だろう。 

大半の若者たちに結婚願望がある一方で、未婚化・晩婚化が進行している背景には、①若年層の経

済環境の悪化、②恋愛の消極化（草食系男子の増加と仕事・学業を頑張りたい恋愛が億劫な自立系女

子の増加）、③女性の社会進出（キャリアを重視する女性の増加）のほか、①から③とも関連するが、

④男女の希望のミスマッチ（女性の求める経済力を満たす男性が減少、女性はそれとなくリードされ

たい一方で横並びを好む男性の増加）などがあげられる。 

この中でも特に大きな要因は、①若年層の経済環境の悪化だろう。20～30 代の男性では年収と既婚

率の相関が高く、年収 300 万円未満の既婚率は１割に満たない。また、若年層では非正規雇用者が増

加しているが、非正規雇用者ではいずれの年代でも平均年収が 300 万円に届かない。さらに、正規雇

用者と非正規雇用者では恋人がいる割合が倍近く違っており、恋人がいない者の方が自己評価も低い

傾向がある。 

つまり、自信をもって恋愛をするにも、結婚をするにも経済環境が整っていることが必要だ。 

現在、アベノミクス成長戦略の中で、人口減少社会にある日本で将来の労働人口を確保するために、

また、少子化に歯止めをかけるために、特に女性の活躍を推進するための政策の検討がすすめられて

いる。保育園の待機児童の解消、また、出産後の就業継続率が低い現状では育休整備等の問題は必須

であるし、個人的にも期待している。しかし、経済環境が整わないために、そもそも結婚もせず、子

どもももたずにいる若者たちも多い。若年層に安定的な雇用を確保することは、労働人口を確保する

ためにも少子化に歯止めをかけるためにも、入り口となる課題ではないだろうか。 

五輪開催はアベノミクス成長戦略の第四の矢、日本経済回復の起爆剤として期待されている。2020

年に向けて様々な政策検討がすすむ中で、オリンピックに向けて結婚・子どもをのぞむ若者たちのた

めに、喫緊に若年層の安定的な雇用の確保を求めたい。 

 
図 合計特殊出生率の推移 
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（資料）厚生労働省「人口動態調査」 
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